15表関係
　　　　　　　　　　　補助金算定の基礎となる教職員の認定基準

（高等学校・中等教育学校・中学校・小学校）
　補助金算定の基礎となる教職員は、５月１日現在における次の各号のいずれにも該当するものとする。
	本　務　教　員
	(1) 当該学校の専任教員として発令されていること。

(2) 当該学校の本務教員人件費支出から給与の支給を受けていること。

(3) 当該学校に常時（週５日以上）勤務し、授業を担当している（校長、教頭、養護教諭、司書教諭及び生活指導教諭を除く。）こと。

(4) 当該学校において日本私立学校振興・共済事業団に加入していること。

(5) 当該学校種別・担当教科の教員免許状を有している（校長を除く。）こと。※１

	本　務　職　員
	(1) 当該学校の専任職員として発令されていること。

(2) 当該学校の本務職員人件費支出から給与の支給を受けていること。

(3) 当該学校に常時（週５日以上）勤務していること。

(4) 当該学校において日本私立学校振興・共済事業団に加入していること。
(5) スクールバス等の運転手、補助活動事業従事職員又は本部職員でないこと。

	兼 務 教 員
	(1) 当該学校の非常勤教員として発令又は雇用契約されていること。
(2) 当該学校の兼務教員人件費支出から給与の支給を受けていること。

(3) 当該学校種別・担当教科の教員免許状を有している（校長を除く。）こと。※２
(4) 当該学校で授業を担当していること（校長、養護教諭を除く。）。


　※　本務教職員については、１年未満の短期雇用者を除くものとする。
※１　教育職員免許法附則第2項（免許外教科担任制度）の規定により教科を担当する場合、同法第3条の2（特別非常勤講師制度）の規定により教科を担当する場合、同法第4条第3項（特別免許状）又は第6項（臨時免許状）の規定により免許を授与されている場合は、(5)の要件を満たしているものとみなす。
※２　教育職員免許法第3条の2（特別非常勤講師制度）の規定により教科を担当する場合、同法第4条第3項（特別免許状）又は第6項（臨時免許状）の規定により免許を授与されている場合は、(3)の要件を満たしているものとみなす。
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